
【表紙】 

  

  

  

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成18年３月24日 

【中間会計期間】 第12期中（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

【会社名】 株式会社総合医科学研究所 

【英訳名】 Soiken Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  梶本 佳孝 

【本店の所在の場所】 大阪府豊中市新千里東町一丁目４番２号 

【電話番号】 06（6871）8888 

【事務連絡者氏名】 取締役財務部長  田部 修 

【最寄りの連絡場所】 大阪府豊中市新千里東町一丁目４番２号 

【電話番号】 06（6871）8888 

【事務連絡者氏名】 取締役財務部長  田部 修 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．当社は平成15年９月22日付で株式１株につき２株、平成16年８月20日付で株式１株につき２株、平成17年８月19日付で

株式１株につき２株の分割を行っております。なお、１株当たり中間（当期）純利益はそれぞれ期首に株式分割が行わ

れたものとして計算しております。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高（千円） 622,554 809,432 1,004,415 1,588,063 2,105,948

経常利益（千円） 269,650 324,361 337,872 774,576 972,967

中間（当期）純利益（千円） 151,301 188,746 196,929 441,143 572,061

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 829,215 829,215 831,781 829,215 830,115

発行済株式総数（株） 57,998 115,996 235,184 57,998 116,556

純資産額（千円） 2,894,067 3,132,117 3,671,056 3,183,909 3,517,233

総資産額（千円） 3,264,031 3,584,155 4,253,070 3,796,432 4,295,916

１株当たり純資産額（円） 49,899.44 27,109.21 15,670.46 54,896.89 30,295.64

１株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

2,786.30 1,627.88 843.71 7,857.93 4,938.85

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

2,572.72 1,498.12 782.81 7,241.96 4,547.03

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

－ － － 700 400

自己資本比率（％） 88.7 87.4 86.3 83.9 81.9

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

66,484 △155,248 △42,648 633,304 531,029

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△12,810 188,716 △56,673 △1,065,165 △39,691

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

2,402,038 △240,118 △41,194 2,398,547 △238,950

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

2,934,089 2,238,412 2,556,934 2,445,063 2,697,450

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

18 
（－）

20
（2）

31
（4）

18 
（2）

26
（3）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に中間会計期間の平均人員数を外書きで記載しております。 

２．臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

３．従業員数が当中間会計期間において、５名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものでありま

す。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 31（4） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間の我が国の経済は、堅調な内需と輸出の回復等を背景として企業業績が伸張するなか、総じて景気回復基調が継続

しました。また、消費者物価や不動産価格が上向く等、資産デフレ脱却の兆しも見えました。 

当社の主たる事業領域である特定保健用食品（以下「トクホ」といいます。）業界においては、社会の高齢化や健康保険財政の逼

迫による予防医療の必要性の高まり等を背景として、市場の順調な拡大が続いております。このような状況下、混合診療の解禁に向

けた動きや平成17年２月１日からの「条件付きトクホ」等の導入によるトクホの裾野の拡大等、トクホ市場の成長を後押しする施策

もあり、食品・製薬企業等のトクホ開発意欲が高まりを見せており、当社への引き合いも活発となっております。 

評価試験事業においては、主にトクホの許可取得を目的とした臨床評価試験の受注を堅調に積み上げた結果、当中間会計期間にお

ける同事業の受注高は前年同期比で12.8％増加して1,017百万円となり、当中間会計期間末時点の受注残高も前年同期比で42.8％増加

して1,720百万円となりました。また、当中間会計期間における同事業の売上高は945百万円（対前年同期比17.2％増加）となりまし

た。 

一方、バイオマーカー開発事業においては、「疲労定量化及び抗疲労食薬開発プロジェクト」（以下「疲労プロジェクト」といい

ます。）が、疲労定量化法の確立と疲労に効果のある成分の探索を行う「第一期」を完了して「第二期」に移行しました。「第二

期」では、「第一期」で見つかった抗疲労成分を用いた抗疲労トクホの候補製品について、厚生労働省への申請に向けた有効性・安

全性に関する臨床評価試験を順次実施しております。また、糖尿病の原因治療食薬の開発を目的とする「膵（すい）ベータ細胞*1量

及び機能の評価システム」にかかる大阪大学との共同研究等、「疲労」に続く新たな病態等をターゲットとする新規プロジェクトの

組成に向けた活動にも注力いたしました。当中間会計期間における同事業の売上高は、疲労プロジェクトにおける抗疲労候補成分の

検証受託手数料、財団法人循環器病研究振興財団からの研究受託手数料及び「精神検査方法及び精神機能検査装置（ATMT）*2」にか

かるライセンス収入等計58百万円（対前年同期比2,080.5％増加）となりました。 

また、平成17年12月８日、ウイルス学・分子生物学の権威である東京慈恵会医科大学・微生物学講座第一の近藤一博教授と共同

で、ウイルスを用いた疲労バイオマーカー等の事業化を目的とした子会社、株式会社ウイルス医科学研究所（当社議決権比率66％）

を設立しました。同社は、日本たばこ産業株式会社との間で、日本たばこ産業株式会社の有する新規アビジン様タンパク質及びその

関連技術を応用し、家庭用及び開業医用への普及も見据えた、疲労度の評価及び潜伏タンパク質の定量を可能とする技術の共同研究

にかかる契約の締結に合意しました。さらには、平成17年12月19日、株式会社博報堂との間で、ウェブサイトを介したトクホの市販

後調査等を行う株式会社エビデンスラボ（当社議決権比率60％）を共同で設立することに合意しました。 

 以上のようなことから、当中間会計期間の業績につきましては、売上高1,004百万円（対前年同期比24.1％増加）、経常利益337百

万円（対前年同期比4.2％増加）、中間純利益196百万円（対前年同期比4.3％増加）となりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高は、前中間会計期間末に比し318,552千円増加し、

2,556,934千円となりました。当中間会計期間のキャッシュ・フローの概況は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は42,648千円（前年同期は155,248千円の支出）となりました。これは主として税引前中間純

利益による収入337,872千円及び売上債権の減少による収入62,600千円に対し、法人税等の支払による支出207,812千円及び

たな卸資産の増加による支出118,686千円が生じたことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は56,673千円（前年同期は188,716千円の収入）となりました。これは主として信託受益権の

純減による収入499,594千円に対し、定期預金の預入による支出500,000千円及び関係会社株式の取得による支出33,000千円

が生じたことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は41,194千円（前年同期は240,118千円の支出）となりました。これは、主として配当金の支

払による支出44,288千円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、サービスの提供にあたり、製品の生産を行っていないため、生産実績について記載すべき事項はありません。 

  

(2）受注実績 

 当中間会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、契約締結日を基準として集計しております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

評価試験 1,017,871 112.8 1,720,336 142.8 

バイオマーカー開発 125,620 37.8 67,000 20.3 

合計 1,143,491 92.6 1,787,336 116.5 

  （単位：千円）

区分 
当中間会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

評価試験 945,795 117.2 

バイオマーカー開発 58,620 2,180.5 

合計 1,004,415 124.1 

     （単位：千円）

前中間会計期間
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

相手先 金 額 割 合 相手先 金 額 割 合 

㈱ヤクルト本社 104,563 12.9％ アサヒビール㈱ 154,176 15.3％

カルピス㈱ 96,114 11.9％ － － －

㈱ミツカングループ本社 95,637 11.8％ － － －



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は108,008千円であり前年同期比で11.5％増加いたしました。これは主として、バイ

オマーカー開発事業における平成15年10月に発足した疲労プロジェクトの推進によるものであり、当中間会計期間は疲労プロ

ジェクトにおける開発実験を中心として以下のような研究開発活動を実施いたしました。 

  

(1）疲労プロジェクトの推進 

 疲労プロジェクトは、当中間会計期間中、抗疲労成分の探索を行う「プロジェクト第一期２年目」を完了して「第二期」に

移行しました。「第二期」では、「第一期２年目」で見つかった抗疲労成分を用いた抗疲労トクホの候補製品について、厚生

労働省への申請に向けた有効性・安全性に関する臨床評価試験を順次実施しています。 

 なお、当社は、疲労プロジェクトをさらに強力に推進するため、平成16年４月１日付で大阪外国語大学に寄附講座「精神疲

労解析学講座」を開設しております。本寄附講座は、疲労プロジェクトに関わる大学研究室間ネットワークの中心基地として

情報を集積・解析し、各大学の研究成果をより迅速かつ確実に疲労プロジェクトに導入させるための機能を担います。また、

本寄附講座では、疲労プロジェクトにおいて平成19年度以降上市を予定している抗疲労食品及び医薬品の海外市場への展開を

視野に入れ、外国語大学の特性を活かし、精神疲労をもたらす社会的因子に関して人種・文化・習慣等に焦点をあてた研究を

行い、さらには海外における抗疲労市場の把握及び抗疲労素材の探索と導入等の活動を行っております。 

  

(2）膵ベータ細胞量及び同機能評価システムの開発 

 「膵ベータ細胞」は膵臓のランゲルハンス島にあるインスリン産生細胞であり、その量及び機能が、血中の糖濃度を調節す

る能力（耐糖能）と密接な関係があることが明らかとなっております。当社では、糖尿病患者を含む耐糖能異常者の治療のた

め、膵ベータ細胞量及びその機能を改善する食薬の開発に繋げるべく、大阪大学と共同で、膵ベータ細胞量及びその機能をリ

アルタイムに評価することができる評価システムの研究開発を推進しております。 

 当中間会計期間におきましては、大阪大学大学院医学系研究科病態情報内科学糖尿病・膵臓研究室に対し、奨学寄附金の形

態にて、本評価システムの開発資金の投下を行いました。 

  

＜用語解説＞ 

*1 「膵ベータ細胞」とは膵臓のランゲルハンス島にあるインスリン産生細胞を指します。インスリンは、血中のブドウ糖が筋肉や肝臓に取り込まれ

るのを助け、血糖値が一定値以上に上昇しないように調節する役割を持っています。膵ベータ細胞の量が減少したり、働きが悪くなったりします

と、インスリンの分泌に異常を生じ、その結果、血中の糖濃度が高くなります。この症状が耐糖能異常であり、それが一定以上に進行しますと糖

尿病ということになります。耐糖能異常を防ぐためには、膵ベータ細胞の量・機能を正常に保つことが重要であり、また、耐糖能異常者の治療の

ためには膵ベータ細胞の量・機能を増加させることが有効な手段と言えます。当社では、大阪大学と共同で膵ベータ細胞の量・機能をリアルタイ

ムにモニタリングするための評価システムの開発を推進しております。この評価システムを活用することによって、糖尿病治療食薬の開発におい

て、候補となる成分のスクリーニング（選別）を極めて効率的に行うことができるものと期待されます。 

  

*2 「精神検査方法及び精神機能検査装置（ATMT）」は、当社の創業者である取締役梶本修身（大阪外国語大学保健管理センター助教授）が開発した

精神疲労や痴呆に関する定量評価システムです。予め定められた順にポイントされる所定数のターゲットをタッチパネル画面上にランダムに配置

して表示し、被験者にその定められた順に各ターゲットをポイントさせて各ターゲットの探索に要した探索反応時間を測定し、この測定値に基づ

いて被験者の神経機能を演算し、数値化するものです。精神疲労や痴呆の程度が高まれば高まるほど、各ターゲットの探索や反応により長い時間

を要することを利用した精神機能の評価システムであり、現在、当社が米国における特許権を保有しているほか、我が国における特許を申請中で

あります。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」の欄には、平成18年３月１日からこの半期報告書提出日までに新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成15年５月２日臨時株主総会決議 

 （注）１．平成15年６月３日開催の取締役会決議により平成15年６月30日をもって１株を７株に、平成15年８月29日開催の取締役

会決議により平成15年９月22日をもって１株を２株に、平成16年５月12日開催の取締役会決議により平成16年８月20日

をもって１株を２株に、平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日をもって１株を２株にそれぞれ

分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 863,968 

計 863,968 

種類 
中間会計期間末現在発

行数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年３月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 235,184 236,000
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 235,184 236,000 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 214個 203個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 11,984株（注）１ 11,368株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 1,608円（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月３日から
平成25年５月２日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,608円
資本組入額  804円 

（注）１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 



２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従

業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の

取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。 

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

  

② 平成15年８月29日定時株主総会決議 

 （注）１．平成15年８月29日開催の取締役会決議により平成15年９月22日をもって１株を２株に、平成16年５月12日開催の取締役

会決議により平成16年８月20日をもって１株を２株に、平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日

をもって１株を２株にそれぞれ分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使

時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時において

も、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。 

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 625個 600個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 5,000株（注）１ 4,800株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 1,608円（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月30日から
平成25年８月29日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,608円
資本組入額  804円 

（注）１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 



③ 平成16年９月28日定時株主総会決議 

 （注）１．平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日をもって１株を２株に分割いたしました。これにより、

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時において

も、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。 

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

３．平成16年９月28日開催の定時株主総会決議に基づいて付与された新株予約権は、①平成17年３月１日開催の取締役会決

議により付与されたもの及び②平成17年８月29日開催の取締役会決議により付与されたものがあり、①及び②には、そ

れぞれの新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額を記載しております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．株式分割（１：２） 

２．新株予約権の行使による増加であります。 

３．平成18年１月１日から平成18年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が816株、資本金及び資本

準備金がそれぞれ656千円増加しております。 

  
中間会計期間末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 1,000個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 
①1,524株（注）１
② 476株     

同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
①324,948円（注）１
②429,030円     

同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年９月29日から
平成26年９月28日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

①発行価格  324,948円
 資本組入額  162,474円 

（注）１ 
②発行価格   429,030円 
 資本組入額  214,515円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年８月19日
（注）１ 

116,556 233,112 － 830,115 － 1,668,164

平成17年７月１日～
平成17年12月31日
（注）２ 

2,072 235,184 1,665 831,781 1,665 1,669,830



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は7,740株であります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18株含まれております。また、「議決権の数」

の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。 

    平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

梶本 修身 大阪府箕面市箕面３－16－23 44,268 18.82 

梶本 智子 大阪府箕面市箕面３－16－23 27,980 11.90 

梶本 佳孝 大阪市中央区内本町１－１－11－1301 17,340 7.37 

有限会社ＧＭＳ 大阪府箕面市箕面３－16－23 8,936 3.80 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 7,740 3.29 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 4,505 1.92 

井上 昌治 東京都杉並区浜田山２－15－１－111 4,500 1.91 

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウ
ンツイーアイエスジー（常任
代理人株式会社東京三菱銀
行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM（東京
都千代田区丸の内２－７－１カストディ業
務部） 

4,273 1.82 

梶本 さゆり 大阪府箕面市箕面３－16－23 3,320 1.41 

梶本 真里 大阪府箕面市箕面３－16－23 3,320 1.41 

計 － 126,182 53.65 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   918 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 234,266 234,266 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 235,184 － － 

総株主の議決権 － 234,266 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

  

(3）役員の異動 

該当事項はありません。 

  

    平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社総合医科
学研究所 

大阪府豊中市新千
里東町一丁目４番
２号 

918 － 918 0.39 

計 － 918 － 918 0.39 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 430,000 426,000 409,000 402,000 393,000 453,000 

最低（円） 390,000 390,000 380,000 381,000 379,000 383,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 研究推進本部長 薮根 光晴 平成18年２月28日 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）及び当中間

会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けてお

ります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準         1.6％ 

売上高基準        0.2％ 

利益基準         0.0％ 

利益剰余金基準      0.7％ 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,238,412  3,056,934 2,697,450  

２．受取手形   661  945 1,354  

３．売掛金   183,772  143,816 206,007  

４．有価証券   299,975  － －  

５．たな卸資産   192,394  319,035 200,348  

６．信託受益権   －  － 499,594  

７．抵当証券   500,000  500,000 500,000  

８．その他   39,762  41,126 48,344  

流動資産合計    3,454,979 96.4 4,061,857 95.5  4,153,101 96.7

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１ 65,100  73,057 64,238  

２．無形固定資産   3,842  2,982 3,412  

３．投資その他の資産   60,232  115,173 75,164  

固定資産合計    129,175 3.6 191,213 4.5  142,815 3.3

資産合計    3,584,155 100.0 4,253,070 100.0  4,295,916 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．未払法人税等   127,507  145,524 218,647  

２．前受金   262,981  379,371 414,839  

３．その他 ※２ 61,548  57,118 145,195  

流動負債合計    452,038 12.6 582,014 13.7  778,682 18.1

負債合計    452,038 12.6 582,014 13.7  778,682 18.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    829,215 23.1 831,781 19.5  830,115 19.3

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,667,265  1,669,830 1,668,164  

資本剰余金合計    1,667,265 46.5 1,669,830 39.3  1,668,164 38.8

Ⅲ 利益剰余金       

１．任意積立金   10,000  10,000 10,000  

２．中間(当期)未処分
利益 

  825,577  1,359,383 1,208,892  

利益剰余金合計    835,577 23.3 1,369,383 32.2  1,218,892 28.4

Ⅳ 自己株式    △199,940 △5.5 △199,940 △4.7  △199,940 △4.6

資本合計    3,132,117 87.4 3,671,056 86.3  3,517,233 81.9

負債資本合計    3,584,155 100.0 4,253,070 100.0  4,295,916 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高       

１．評価試験事業収入   806,743  945,795 1,697,695  

２．バイオマーカー開
発事業収入 

  2,688 809,432 100.0 58,620 1,004,415 100.0 408,253 2,105,948 100.0

Ⅱ 売上原価       

１．評価試験事業売上
原価 

  201,830  266,038 470,407  

２．バイオマーカー開
発事業売上原価 

  － 201,830 24.9 28,430 294,468 29.3 10,015 480,422 22.8

売上総利益    607,601 75.1 709,946 70.7  1,625,526 77.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   283,984 35.1 368,537 36.7  655,347 31.1

営業利益    323,616 40.0 341,408 34.0  970,179 46.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,953 0.2 1,925 0.2  4,362 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,209 0.1 5,461 0.5  1,574 0.1

経常利益    324,361 40.1 337,872 33.7  972,967 46.2

税引前中間(当期)
純利益 

   324,361 40.1 337,872 33.7  972,967 46.2

法人税、住民税及
び事業税 

  122,981  140,607 385,630  

法人税等調整額   12,633 135,615 16.8 335 140,942 14.1 15,275 400,905 19.0

中間(当期)純利益    188,746 23.3 196,929 19.6  572,061 27.2

前期繰越利益    636,831 1,162,454  636,831 

中間(当期)未処分
利益 

   825,577 1,359,383  1,208,892 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

  

前中間会計期間
  
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
  
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   324,361 337,872 972,967 

減価償却費   12,072 14,108 26,790 

受取利息及び配当金   △104 △162 △261 

売上債権の増減額（増加△）   △167,220 62,600 △190,148 

たな卸資産の増加額   △39,064 △118,686 △47,018 

前受金の増減額（減少△）   6,289 △35,468 158,147 

未払消費税等の減少額   △24,425 △27,364 △7,246 

その他   4,147 △67,846 66,850 

小計   116,056 165,052 980,080 

利息及び配当金の受取額   107 110 266 

法人税等の支払額   △271,412 △207,812 △449,317 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △155,248 △42,648 531,029 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出   － △500,000 － 

有価証券の純増減額（増加△）   △299,975 － △5,000 

有形固定資産の取得による支出   △11,141 △19,292 △24,819 

敷金保証金の差入による支出   △165 △3,975 △10,278 

信託受益権の純減少額   500,000 499,594 405 

抵当証券の純減少額   － － 0 

関係会社株式の取得による支出   － △33,000 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   188,716 △56,673 △39,691 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入   － 3,094 1,435 

配当金の支払額   △39,003 △44,288 △39,271 

自己株式の取得による支出   △201,115 － △201,115 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △240,118 △41,194 △238,950 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（減少
△） 

  △206,650 △140,516 252,386 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,445,063 2,697,450 2,445,063 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  2,238,412 2,556,934 2,697,450 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

同左 

  

同左 

  

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 

  

同左 

  

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  仕掛品 仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法を採用し

ております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主要な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物       10～24年 

器具及び備品   ３～15年 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 なお、貸倒実績及び貸倒懸念

債権等特定の債権がないため、

当中間会計期間は貸倒引当金を

計上しておりません。 

同左  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 なお、貸倒実績及び貸倒懸念

債権等特定の債権がないため、

当事業年度は貸倒引当金を計上

しておりません。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

────── 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能

な預金からなっております。 

同左 同左 



  

会計処理の変更 

  

追加情報 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準）   

────── 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

（法人事業税の外形標準課税）   （法人事業税の外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年２月13日)）が公表

されたことに伴い、当中間会計期間

から同実務対応報告に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割

4,640千円を販売費及び一般管理費

として処理しております。 

──────  実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年２月13日)）が公表

されたことに伴い、当事業年度から

同実務対応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割11,036千

円を販売費及び一般管理費として処

理しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年12月31日） 

前事業年度末 
（平成17年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

37,101千円 65,067千円 51,389千円 

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２   ────── 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めております。 

同左   

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 
  

受取利息 104千円
  

受取利息 162千円 受取利息 261千円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 
  

自己株式取得
費用 

1,175千円

  

  
本社移転費用 5,224千円 自己株式取得

費用 
1,175千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 11,642千円

無形固定資産 429千円

  
有形固定資産 13,678千円

無形固定資産 429千円

有形固定資産 25,930千円

無形固定資産 859千円

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 
  
現金及び預金勘
定 

2,238,412千円

現金及び現金同
等物 

2,238,412千円

  
現金及び預金勘
定 

3,056,934千円

預入期間が3ヶ
月超の定期預金

△500,000千円

現金及び現金同
等物 

2,556,934千円
  

現金及び預金勘
定 

2,697,450千円

現金及び現金同
等物 

2,697,450千円



（リース取引関係） 
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前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資産 
(車両運搬具) － － －

合計 － － －

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定資産
(車両運搬具) － － －

合計 － － －

２．未経過リース料中間期末残高相当額   ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

  
１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
  

支払リース料 930千円

減価償却費相当額 869千円

支払利息相当額 60千円

  
支払リース料 930千円

減価償却費相当額 869千円

支払利息相当額 60千円

４．減価償却費相当額の算定方法   ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

当該残価保証額とする定額法によっており

ます。 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を

当該残価保証額とする定額法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法   ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法は定額法によっております。 

   リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法は定額法によっております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年12月31日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年12月31日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

コマーシャル・ペーパー 299,975 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 5,000 



前事業年度末（平成17年６月30日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 
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  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 5,000 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

２．株式分割について 

前中間会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

 当社は、平成16年８月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間及び前事業年度における１株当たり情報の

各数値はそれぞれ以下のとおりとなります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  

１株当たり純資産額 27,109.21円

１株当たり中間純利益
金額 

1,627.88円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

1,498.12円

  

１株当たり純資産額 15,670.46円

１株当たり中間純利益
金額 

843.71円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

782.81円

１株当たり純資産額 30,295.64円

１株当たり当期純利益
金額 

4,938.85円

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

4,547.03円

  
前中間会計期間

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間損益計算書（損益計算書）上の
中間（当期）純利益（千円） 

188,746 196,929 572,061 

普通株主に帰属しない金額（千円） 
（うち利益処分による役員賞与金） 

－
（－） 

－
（－） 

－ 
（－） 

普通株式に係る中間(当期)純利益
（千円） 

 188,746 196,929 572,061 

普通株式の期中平均株式数（株） 115,946 233,410 115,829 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 
（うち新株予約権） 

10,043
（10,043） 

18,159
（18,159） 

9,981 
（9,981） 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  

────── 

  

────── 

  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成15年７月１日 
至 平成15年12月31日） 

前事業年度
（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

１株当たり純資産額 24,949.72円 １株当たり純資産額 27,448.44円

１株当たり中間純利益金額 1,393.15円 １株当たり当期純利益金額 3,928.96円

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額 

1,286.08円
潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

3,621.01円



当中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は、平成17年８月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間及び前事業年度における１株当たり情報の

各数値はそれぞれ以下のとおりとなります。 

  

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 当社は、平成16年８月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報の各数値はそれぞれ以

下のとおりとなります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

前事業年度
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 13,554.61円 １株当たり純資産額 15,147.82円

１株当たり中間純利益金額 813.94円 １株当たり当期純利益金額 2,469.42円

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額 

749.06円
潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

2,273.51円

前事業年度 
（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

１株当たり純資産額 27,448.44円

１株当たり当期純利益金額 3,928.96円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

3,621.01円



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

（ストックオプション） 

 平成16年９月28日開催の当社の定

時株主総会決議に基づき、平成17年

３月１日開催の当社取締役会におい

て、当社の従業員及び社外の協力者

に対して、商法第280条ノ20及び商

法第280条ノ21の規定に基づき、平

成17年３月17日を発行日とする新株

予約権の発行を決議いたしました。 

１．付与対象者の区分及び人数 

当社従業員  10名 

社外の協力者 49名 

２．新株予約権の目的となる株式

の種類及び数 

当社普通株式 762株 

３．新株予約権の総数 

762個（新株予約権１個当た

りの目的となる株式数１株） 

４．新株予約権の発行価額 

無償とする。 

５．新株予約権の行使時の払込金

額及び資本組入額 

払込金額  649,895円 

資本組入額 324,948円 

６．新株予約権の行使期間 

平成18年９月29日から平成26

年９月28日まで 

 その他の発行内容につきまして

は、平成16年９月28日開催の定時株

主総会決議と同様であります。 

（子会社設立) 

平成17年12月19日開催の取締役会

決議に基づき、平成18年１月17日に

子会社を設立いたしました。会社の

概要は以下のとおりであります。 

１．商号 株式会社エビデンスラボ 

２．代表取締役  

川岸里香子（医師・医学博士、

当社嘱託医師） 

３．本店所在地 東京都港区 

４．事業内容 

(1）主としてトクホ等を対象とする

ウェブサイトを介した市販後調

査 

(2）主としてトクホ等を対象とする

ウェブサイトを介した広告宣伝

の企画、制作、販売及びこれら

の代理業務 

(3）主としてトクホ等を対象とした

サンプリング等の販売促進活動

の企画、制作、販売及びこれら

の代理業務 

(4）マーケティングリサーチ及び各

種情報の収集、分析、提供業務 

５．決算期 ６月30日 

６．資本金 200百万円 

７．当社取得価額 120百万円 

８．株主構成 

当社60％ 

株式会社博報堂33.4％ 

外部協力者（個人）等6.6％ 

（ストックオプション） 

１．平成16年９月28日開催の定時株

主総会決議に基づき、平成17年８

月29日開催の取締役会において、

当社の取締役及び従業員に対し

て、商法第280条ノ20及び商法280

条ノ21の規定に基づき、新株予約

権の発行を決議いたしました。 

 この詳細については、「第４ 

提出会社の状況 １．株式等の状

況 (2)新株予約権の状況③」に

記載しております。 

２．平成17年９月29日開催の当社の

定時株主総会において、当社及び

当社子会社の取締役及び従業員並

びに社外のコンサルタント及び協

力者に対して、商法第280条ノ20

及び商法第280条ノ21の規定に基

づき、新株予約権の発行を決議い

たしました。 

 この詳細については、「第４ 

提出会社の状況 １．株式等の状

況 (7)ストックオプション制度

の内容④」に記載しております。 

  

  

  

  

  

  

  



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

    （株式分割） 

    平成17年５月13日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

    １．平成17年８月19日付をもって普

通株式を１株につき２株に分割

する。 

    (1）分割により増加する株式数 

    普通株式116,556株 

    (2）分割方法 

    平成17年６月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載または記録さ

れた株主の所有株式数を１株につき

２株の割合をもって分割する。 

    ２．配当起算日 

    平成17年７月１日 

これにより発行済株式総数は

233,112株となりました。 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前期における１

株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における

１株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりとなります。 

      

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純 

資産額 

１株当たり純 

資産額 

13,724.22円 15,147.82円 

１株当たり当期

純利益金額 

１株当たり当

期純利益金額 

1,964.48円 2,469.42円 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額 

1,810.50円 2,273.51円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第11期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月30日近畿財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

平成18年１月20日近畿財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社等の異動）に基づ

く臨時報告書であります。 

(3)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日） 平成17年７月12日近畿財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日） 平成17年８月９日近畿財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日） 平成17年９月６日近畿財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年10月14日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成17年３月25日

株式会社総合医科学研究所     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社総合医科学研究所の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成16年

７月１日から平成16年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社総合医科学研究所の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成18年３月24日

株式会社総合医科学研究所     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小竹 伸幸  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社総合医科学研究所の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成17年

７月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社総合医科学研究所の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会）が別途保管しております。 
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